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空港における庇護希望者に対し適切な保護の機会と 

適正な手続を提供するよう求める提言 

 

2025 年 8 月 8 日 

全国難民弁護団連絡会議 

 

１ 問題の所在 －空港において保護の機会が適切に提供されていない可能性－ 

 本国から迫害を逃れて来日した者の中には、一刻も早く身の安全を保障しても

らうために、空港に到着後、直ちに庇護を求める者がいるが、これは庇護希望者

としてごく自然な行動である。ところが、上陸審査において庇護を求めた際、上

陸許可を得られずに帰国するよう促されたり、退去命令に応じなかった結果とし

て退去強制令書が出され、そのまま収容された状態で難民申請手続を受けたりす

るケースがある。空港における庇護希望者の受け入れは、難民条約締約国として

義務を果たすべき重要な場面であるにもかかわらず、庇護希望者を帰国させたり

収容したりするのは、難民の受け入れ数を減らそうとする水際作戦とも受け取れ

るものであり、決してあってはならないことである。 

 空港における難民認定申請数は、2018 年から 2023 年まで 50 人以下に留まっ

ており、新型コロナウイルスの影響により訪日外国人数が減少した 2020 年～

2022 年を除いてもあまりに少ない。特に中部国際空港、福岡空港では諸外国の航

空会社が就航しているにもかかわらず、2018 年～2023 年まで 1 件も難民認定申

請がないのは不自然と言わざるを得ない。 

 また、空港において難民認定申請した人が数か月、あるいは 1 年以上も収容さ

れたまま、難民一次手続、審査請求手続を受けているケースも多く報告されてい

る。迫害を逃れて来た者にとって、庇護を求めた先で収容されることは、重ねて

迫害を受けるに等しい事態であり、収容を回避するために出国を選択した者まで

いる。このように、国が直接送還せずに、庇護希望者が帰国を選択せざるを得な

い状況を構築して出国を促すことは「構造的ルフールマン」と呼ばれ、ノン・ル

フールマン原則に反し許されない1。 

 さらにいえば、今年 5 月 23 日に入管庁が発表した「国民の安全・安心のため

の不法滞在者ゼロプラン」2は、不法滞在者ゼロを目指すとしているが、空港で庇

護希望者に在留資格を付与しないことにより入管自ら非正規滞在者を生み出し

ているのが実態である。 

このように、空港は庇護希望者の誰もが通る安全な未来への「入口」であるは

 
1 根岸陽太「Constructive Refoulement as Disguised Voluntary Return: The Internalised 

Externalisation of Migrants」https://link.springer.com/article/10.1007/s40802-024-00256-6 
2 https://www.moj.go.jp/isa/policies/others/05_001390.html 

https://link.springer.com/article/10.1007/s40802-024-00256-6
https://www.moj.go.jp/isa/policies/others/05_001390.html
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ずが、意に沿わない出国や収容の始まる「水際」となってしまっている可能性が

ある。当連絡会議は、空港における庇護希望者に対し、難民条約締約国として適

切な対応をするよう、以下のとおり提言を行う。 

 

２ 提言１ 庇護希望者に対して上陸を許可し、収容することなく難民・補完的保

護対象者認定手続が受けられるようにすること 

  上記のとおり、空港における庇護希望者の中には、空港から一歩も出ることな

く退去強制手続によって収容が開始され、数か月や 1 年以上も収容された状態で

難民認定手続を受けている例がある。しかし、空港において速やかに庇護希望を

表明することは、帰国による恐怖が切迫していることの証左でもあり、難民であ

る可能性が高いことを念頭に、極力収容をしないような方針をとるべきである。 

迫害を逃れて来た者にとって、庇護を求めた先で収容されることは、重ねて迫

害を受けるに等しい事態であり、そもそもあってはならない。国連難民高等弁務

官事務所（UNHCR）は、庇護を求める権利を尊重しなければならないとして、

拘禁は例外的でなければならず、かつ最後の手段であるべきとしている3。また、

庇護申請者に対して必要性を超えて長期間収容することは「恣意的な収容」に当

たり、自由権規約 9 条 1 項に反する4。さらに、申請者が収容されたままの状態で

は、難民であることを証明する資料の収集や、本国情勢の調査を自ら行うことが

できず、主張や資料の提出が不十分であるとして、難民であるにもかかわらず認

定されない事態すら起こりうる。迫害経験を証する資料の収集や、証人への協力

依頼等、本人しかアクセスできない証拠もあり、これらの収集・提出の機会を収

容によって奪うようなことがあってはならない。難民として認定されるべき者が

収容に耐えられず、収容から脱するために出国を選択させてしまったとすれば、

それは「構造的ルフールマン」に当たり、難民条約 33 条 1 項に違反する。 

  空港における庇護希望者が収容状態に置かれないようにするためには、まずは

適法に上陸させた上で、難民・補完的保護対象者認定手続が受けられるようにす

べきである。現行法の下においても、以下のような庇護希望者が上陸する方法が

あるため、これらを活用すべきである。 

 ① 庇護を目的とする「短期滞在」の在留資格を付与すること（法 9 条、12 条） 

   2022 年 2 月にロシアがウクライナを侵略して以降、ウクライナからの避難

 
3 UNHCR「庇護希望者の拘禁及び拘禁の代替措置に関して適用される判断基準及び実施基準

についてのガイドライン」（2012 年）参照 

https://www.unhcr.org/jp/sites/jp/files/legacy-pdf/Detention_Guidelines_2012_JPN.pdf 
4 自由権規約 9条 1項に関する一般的意見 35は、「違法に締約国の領域に入った庇護希望者

は、彼らの入国について記録し、彼らの主張を記録し、疑いがある場合には身元を特定するた

めに、初期の短期間、抑留され得る。彼らの主張の審理中もさらに抑留することは、逃亡の個

別的蓋然性、他者に対する犯罪の危険又は国家安全保障に反する行為の危険といった個人特有

の特別な理由がない場合、恣意的になるだろう」（para.18）としている。 

https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/kokusai/humanrights_library/treaty/data/HRC_GC_

35j.pdf 

https://www.unhcr.org/jp/sites/jp/files/legacy-pdf/Detention_Guidelines_2012_JPN.pdf
https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/kokusai/humanrights_library/treaty/data/HRC_GC_35j.pdf
https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/kokusai/humanrights_library/treaty/data/HRC_GC_35j.pdf
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者に対しては、避難を目的とする「短期滞在」の在留資格で上陸を許可してき

た5。この方法により、2023 年は 345 人、2024 年は 154 人が上陸している6。

また、当連絡会議が把握している限り、イエメン国籍の庇護希望者に対しても

短期滞在で上陸許可がされた例がある。短期滞在の在留期間中に難民認定申請

を行うことにより、特定活動に在留資格を変更することも可能であり、在留資

格を維持したまま難民認定手続を受けることができる。もっとも、日本に生活

基盤がない者に対しては、ウクライナからの避難者にしたように、日本で取り

得る手続の説明や、生活手段に対する情報提供等が必要である。 

 ② 難民認定申請を受け付け、「特定活動」の在留資格を付与すること（法 12 条） 

   空港で庇護希望を申し出た者に対して、難民認定申請を案内してこれを受け

付けると同時に、難民認定申請又は補完的保護対象者認定申請中の者に対する

特定活動7の在留資格を認めて上陸を許可することも考えられる。なお、上陸審

査で在留資格該当性を認めるためには、告示特定活動である必要があるが、難

民認定申請又は補完的保護対象者認定申請中の者に対する特定活動は既に定

着した運用であり、告示特定活動にすることも考えられる。あるいは、法務大

臣による上陸特別許可（法 12 条）の方法であれば、告示外特定活動であっても

可能である。 

   この方法であれば、既に上陸した者が地方入管局において難民認定申請をし

た場合と同じ扱いをすることになり、公平性がある。 

 ③ 難民認定申請を受け付け、仮滞在を許可すること（法 61 条の 2 の 4） 

上記②と同様に、空港で庇護希望を申し出た者に対して、難民認定申請を案

内してこれを受け付けると同時に、仮滞在を許可することも可能である。仮滞

在制度は 2004 年の法改正によって 2005 年から導入され、難民認定申請者の

法的立場を安定させるために活用が期待された。ところが、制度開始して数年

は、湾港での申請者に対して数十パーセントの許可がされていたが、近年はほ

ぼ 1 桁の人数しか許可されておらず、2024 年は湾港申請者 44 人中、許可され

た者はゼロであった8。仮滞在は難民認定申請をすると自動的に審査され、条件

 
5 令和 4年 3月 15日入管庁管第 9 6 号「本邦に避難したウクライナ人への対応について（通

知）」参照 
6 2025年 6月 13日石橋通宏議員「我が国における難民認定の状況に関する質問主意書」に対

する答弁書参照

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/217/meisai/m217191.htm 
7 現在、難民申請者の振り分けを行った後、A 案件（難民条約上の難民または補完的保護対象

者である可能性が高いと思われるもの」には就労可能な 6 か月の特定活動を認め、D案件（A

～C 案件以外）には就労不可の 6か月の特定活動を認めて 6か月経過後に就労可能な特定活動

に切り替えている。 
8 前掲 2025年の石橋通宏議員の質問主意書に対する答弁書によると、2024 年に空港等で仮滞

在の許否の判断をした者のうち、成田空港支局における「許可された人数」は 0人、「許可さ

れなかった人数」は 33人、羽田空港支局における「許可された人数」は 0 人、「許可されなか

 

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/217/meisai/m217191.htm


4 

 

を満たす場合は許可をしなければならないが、「逃亡するおそれがあると疑う

に足りる相当の理由があるとき」（法 61 条の 2 の 4 第 1 項 9 号）の除外要件に

よって許可されていない可能性が高い9。空港において難民認定申請をする者は、

日本に生活基盤のない者がほとんどであり、それを安易に逃亡のおそれありと

結論づけては、仮滞在制度が画餅に帰してしまう。したがって、日本に知人が

いない、あるいは住居がないというだけで同要件に当たるとしないよう、庇護

希望者が難民申請手続中の生活を営めるような公的な制度設計も併せて行う

べきである。ウクライナからの避難者に対しては地方自治体が住居を提供する

などの取り組みがあったが、上陸初期の住居の提供は一般的な制度として導入

を検討すべきである。また、仮滞在中の行動制限（入管法施行規則 56 条の 2 第

3 項 2 号）については、難民条約 26 条10に反する疑いが強いため、「特別の事

由」があるとして、指定しない運用とすべきである11。2023 年法改正によって、

仮滞在者に対して就労を許可する制度が新設されたが（法 61 条の 2 の 7）、生

計を維持するために必要であることから、原則として許可すべきであり、申請

手続も単純化して申請者及び雇用主の負担を軽減すべきである12。 

 ④ 一時庇護上陸許可をすること（法 18 条の 2） 

   2024 年 6 月 10 日から実施されている上陸審判要領には、「特別審理官は、

申請者が難民条約上の難民又は［…］補完的保護対象者として庇護を求める場

合は、一時庇護のための上陸の許可の制度が、難民又は補完的保護対象者の蓋

然性がある者に対して簡易な手続により上陸を認めることができるようにす

るものである旨懇切かつ丁寧に説明した上で、同許可を申請するよう案内する」

とあり、庇護希望者に対しては難民認定申請ではなく一時庇護上陸許可申請を

勧めているようである。一時庇護上陸の許可数は、2012 年から 2022 年にかけ

て毎年 1 桁しかおらず、極めて狭き門となっていたが、2023 年には申請者 48

 
った人数」は 11人、中部空港支局及び関西空港支局における「許可された人数」及び「許可

されなかった人数」はいずれも 0人であった。 
9 2018年の石橋通宏議員の質問主意書に対する答弁書によると、2017 年に空港等で仮滞在を

不許可とした人数は 115人であり（許可数はゼロ）、うち 100人が法 61 条の 2の 4 第 1項 9

号の「逃亡するおそれがあると疑うに足りる相当の理由」があるされた。

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/196/meisai/m196140.htm 
10 難民条約 26 条は「締約国は、合法的にその領域内にいる難民に対し、当該難民が同一の事

情のもとで一般に外国人に対して適用される規制に従うことを条件として、居住地を選択する

権利及び当該締約国の領域内を自由に移動する権利を与える」としている。 
11 前掲UNHCR「庇護希望者の拘禁及び拘禁の代替措置に関して適用される判断基準及び実施

基準についてのガイドライン」パラグラフ 13は、難民条約 26条の「合法的にその領域内にい

る」の意味について、庇護希望者は領域内に合法的にいるものと考えられるとしている。 
12「報酬を受ける活動許可申請書」には勤務先の名称及び報酬額等を記載することとなってお

り、添付資料として労働条件を明示する書類のほか、就業予定期間の直近の 3か月分の給与所

得・退職所得等の所得税徴収高計算書の写しや、同居者の収入又は資産を疎明する資料等の提

出を求めている。https://www.moj.go.jp/isa/07_00044.html 

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/196/meisai/m196140.htm
https://www.moj.go.jp/isa/07_00044.html
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人中 11 人が許可された13。もっとも、昨年許可を受けた国籍を見ると、個別ケ

ースではなく国籍による振り分けがされているように見受けられ、庇護希望者

の上陸方法として十分とはいえない。一時庇護上陸許可を活用する場合は、迫

害のおそれのある領域から入ったという要件判断を弾力的に行う必要がある

であろう。 

 ⑤ 監理措置、仮放免について 

   監理措置や仮放免は、対象者を非正規滞在状態に置くため原則とすべきでは

なく、上記①～④を優先して適用すべきである。また制度的にも、これらは滞

在手段として制約が多い。監理措置は法律上監理人が必須であるため、日本に

知人のいない庇護希望者は監理人を見つけることができず、収容期間が長引い

てしまう可能性がある。仮放免は保証人が必須ではないものの、就労ができな

いため、難民手続中の生計を維持するのが困難になってしまう。また、監理措

置も仮放免も、住居のある都道府県内という行動制限が付けられるという重大

な権利侵害がある（入管法施行規則 36 条の 2、48 条）。 

したがって、監理措置や仮放免については、上記①～④ができない場合のみ

最後の手段として執るべきであり、いずれを執るかは対象者の意向を最大限尊

重して行うべきである。また庇護申請者に対する行動制限は、難民条約 26 条

に反する疑いが強いため、入管法施行規則 36 条の 2 第 1 項 2 号、48 条 1 項 2

号の「特別の事由」があるとして、指定しない運用とすべきである。監理措置

対象者に対しては、仮滞在におけるのと同様に、原則として就労を許可すべき

であり、申請手続も単純化して申請者及び雇用主の負担を軽減すべきである14。 

 

３ 提言２ 上陸時に庇護希望が確認された場合は、一時庇護上陸許可申請のみな

らず難民認定申請手続を必ず説明・案内すること 

⑴ 上記のとおり、2024 年 6 月 10 日から実施されている上陸審判要領による

と、庇護希望者に対しては、一時庇護上陸許可申請をするよう案内をしている

ようである。しかしながら、入管法に精通しない庇護希望者においては、一時

庇護上陸許可と難民認定の違いがわからず、勧められるとおりに一時庇護上陸

許可申請のみを行い、不許可となった場合は、もう庇護を受けられないものと

思い、意に沿わない帰国をしてしまう可能性がある。また、一時庇護上陸許可

申請は原則として 7 日間で決定を出すという迅速性はあるものの、一方で申請

 
13 前掲 2025年の石橋通宏議員の質問主意書に対する答弁書によると、2023年の申請者の国籍

はイラン 17人、中国 9人、イエメン 8人、ウガンダ 2人、トルコ 2人、英国 2人、その他 8人

であったが、同年に一時庇護上陸許可を受けた者の数は、イエメンが 8人、ウガンダが 1人、

スーダンが 1人、中国が 1人であった。 
14 監理措置の「報酬を受ける活動の許可申請書」にも勤務先の名称や報酬額を記載しなければ

ならず、添付資料として労働条件を明示する書類のほか、就業予定期間の直近の 3 か月分の給

与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書の写しや、同居者の収入又は資産を疎明する資料等

の提出を求めている。https://www.moj.go.jp/isa/08_00047.html 

https://www.moj.go.jp/isa/08_00047.html
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者は空港支局内に留め置かれ、出身国情報や客観的証拠を収集・提出する時間

も手段もないため、迫害を受けるおそれを十分に主張立証できない蓋然性が高

い。 

  上記のとおり、一時庇護上陸許可以外にも、短期滞在による上陸許可や、難

民認定申請に伴う特定活動による上陸あるいは仮滞在許可の制度が利用でき

るのであるから、あくまで一時的な庇護措置である一時庇護上陸許可申請に限

ることなく、難民認定申請についても庇護希望者に伝え、申請書式を交付する

べきである。難民認定申請には送還停止効があるため、少なくとも手続中に意

に沿わない帰国を求められることはなくなる。 

⑵ また、一時庇護上陸許可申請の案内をしているのは特別審理官のみのようで

あるが、口頭審理の前の入国審査官の上陸審査においても、庇護希望の可能性

が見受けられた場合は、一時庇護上陸許可申請と難民認定申請の案内をすべき

である。この点、ウクライナからの庇護希望者に対しては、上陸申請をした場

合、セカンダリ室等において難民・補完的保護対象者認定申請を受け付ける運

用をしているが15、他の地域からの庇護希望者に対しても、入国審査官におい

て難民・補完的保護対象者認定制度の案内を行い、申請を受け付けるべきであ

る。 

⑶ また、入国審査官、特別審理官のいずれにおいても、本人が明示的に「難民」

又は「補完的保護対象者」として庇護を求めた場合のみならず、庇護希望を有

する可能性が見受けられた場合は、一時庇護上陸許可申請及び難民認定等申請

を必ず案内し、これらの申請書を本人に交付すべきである。庇護希望者は、日

本の難民認定制度や補完的保護対象者認定制度を知らないことがありうるほ

か、仮に知っていたとしても上陸審査という緊張した場面において恐怖のため

庇護希望を言い出せないこともありうる。したがって、「難民申請をしたい」「庇

護申請をしたい」などと申請意思を明示的にした場合に限らず、「本国で迫害を

受けた」「帰国したら身の危険がある」「助けてほしい」などの趣旨のことを述

べた場合も、庇護希望を有する可能性があることから、丁寧に難民・補完的保

護対象者認定制度の説明と一時庇護上陸許可制度の説明を行い、これらの申請

の機会を提供するべきである。 

⑷ さらに、口頭審理において上陸条件に適合していないとの認定を通知した後

であっても、帰国便への搭乗をするまでの間のいずれかのタイミングで庇護希

望を有する可能性が見受けられた場合は、上記同様、難民・補完的保護対象者

認定制度の説明と一時庇護上陸許可制度の説明を行い、これらの申請の機会を

提供するべきである。 

  この点に関して、庇護希望を有しているにもかかわらず、法務大臣に対する

異議申出放棄書への署名を勧められ、同書面が日本語であることも相まって、

 
15 2024年 6月 10日東京入管審査管理部門首席審査官業務連絡 5 号「ウクライナ避難民の補完

的保護対象者認定申請について」参照 
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内容をよく理解していないのに署名をしてしまった例を複数把握している。庇

護希望者に対しては、異議段階において上陸特別許可が認められる余地もあり、

異議申出を放棄させることは適正さを著しく欠く取扱いである。庇護希望の可

能性が見受けられた場合は、難民認定制度等の説明と一時庇護上陸許可制度の

説明に加えて、異議の申出もできることを案内すべきである。 

  また、退去命令を出した後に庇護希望の可能性が見受けられた場合について

も、帰国便への搭乗を強要することなく、一時庇護上陸許可申請及び難民認定

申請を案内するべきである。この場合は後述のとおり、法 24 条 5 号の 2 に該

当すると直ちに判断することなく、退去強制手続を開始せずに難民認定申請等

手続に移るべきである。 

 

４ 提言３ 弁護士や支援者、支援NGO との連絡手段の確保 

  庇護希望者は空港等に到着後、通常の上陸申請及びそれに続く口頭審理や異議

申し出、あるいは難民認定申請や一時庇護上陸許可申請をするという場面に直面

するが、いずれの場合であっても資格ある法律家による助言を得たり、代理人と

して依頼したりする機会が保障されなければならない16。また、法律家と個人的

な繋がりのない者は、難民支援を行う NGO に相談するという選択肢も必要であ

る。さらに、上陸後の住居を確保するために知人や個人の支援者に連絡をとる必

要もあるであろう。加えて、これらの者と意思疎通を行うためには通訳人による

通訳も必要である。 

上陸前の庇護希望者は空港等の出国待機施設にとどめ置かれることになるが、

電話や面会による外部との連絡が十分に保障されているとは言い難い。例えば成

田空港支局においては、弁護士以外の支援者等については「面会又は電話連絡の

理由、とどまっている施設の保安上の支障の有無等を判断し、問題がないと認め

るときはこれを承認することができる」とされているが17、実際の運用では認め

られていない18。各出国待機施設の出国待機施設管理運用要領においては、弁護

士以外の者との面会や電話についても承認できると定められていることからす

れば19、庇護希望者の権利保障の観点から、庇護申請に関わる NGO や支援者と

 
16 UNHCR「庇護申請の効果的処理：実務的考慮事項と取り組み」（2022 年）は「法律扶助お

よび法的代理の提供は、意思決定の質を強化する上で有用となり得るほか、難民認定プロセス

の効率性にも寄与し得る」としている。https://www.unhcr.org/jp/sites/jp/files/legacy-

pdf/Effective-processing-of-asylum-application_JP.pdf 
17 2021年 11月 2 日付け東京入管成田空港支局「出国待機施設管理運用要領」参照 
18 なお、2024 年 6月 10日付け「難民認定等事務取扱要領」によると、入管庁難民認定室が一

時庇護のための上陸の許可、仮滞在許可又は仮放免許可のために住居確保が必要と考える場合

は、なんみんフォーラム（FRJ）との面会については可能な限り便宜を図るとしている。 
19 2022年 8月 22日付け大阪出入国在留管理局「出国待機施設管理運用要領」、2022 年 8月実

施の仙台出入国在留管理局「仙台空港出張所出国待機施設管理運用要領」、2021年 12月 10日

実施の福岡出入国在留管理局「福岡空港出張所出国待機施設運用要領」2021 年 12月 2 日付け

東京入管羽田空港支局「出国待機施設管理運用要領」等 

https://www.unhcr.org/jp/sites/jp/files/legacy-pdf/Effective-processing-of-asylum-application_JP.pdf
https://www.unhcr.org/jp/sites/jp/files/legacy-pdf/Effective-processing-of-asylum-application_JP.pdf
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の面会や電話についても原則として承認すべきである。 

 庇護希望者が権利を行使し、適正な手続を受けるためには、弁護士や支援者と

の電話や面会によってサポートを受けることは不可欠であり、庇護に関する相談

を目的とする電話や面会については、制限することなく認めるべきである。 

 

５ 提言４ 透明性の確保と保護の向上のため、統計資料を公表すべきこと 

  空港等において庇護を求める者たちは、その多くが外部にアクセスすることが

ほぼ不可能な状態で手続を受けざるを得ない者たちである。彼らに適正な手続が

保障されているのか、権利が侵害されていないかは、透明性を高めて外部からチ

ェックするより他にない。また、庇護申請者の動向や制度の適用状況を定期的に

確認し、必要な取組が実施されているのか、取組に効果があるのかを検討するこ

とによって、保護の精度を高めていかなければならない。 

  そのためには、入管庁において毎年、難民・補完的保護に関する詳細な統計資

料を公表し、庇護希望者の権利のために活動する NGO や専門家、市民が確認・

検討できるようにすべきである。具体的には、少なくとも①湾港での庇護希望者

数及び、上陸／出国者数、②難民・補完的保護認定申請者数及び処理人数、③補

完的保護対象者認定申請者数及び処理人数、③一時庇護上陸申請者数及び処理人

数、④庇護希望者にかかる上陸特別許可人数、⑤仮滞在許可、不許可人数及び不

許可理由の内訳人数、⑥仮放免申請者数（職権を含む）及び処理人数、⑦監理措

置申請者数（職権を含む）及び処理人数の統計を作成・公表すべきである。 

 

６ 結語 

  当連絡会議が本提言を行うこととした経緯は、冒頭でも記載したとおり、空港

に到着した庇護希望者が送還に直面して助けを求めているという情報や、空港で

の難民認定申請者がその後何か月にもわたって収容されたままでいるという情

報がこれまで数多く寄せられてきたことにある。 

  本提言は、空港における庇護希望者の誰もが適正な手続を受け、保護を受ける

機会を逸することのないようにとの思いから行うものであるが、これで十分と考

えているわけではない。難民の保護を含む人権の保障は常に漸進させていくべき

であり、さらなる向上、改善のためには、前提となる統計資料の定期的な提供と、

政策立法者、各省庁と支援NGO・市民間の対話は不可欠である。 

  本提言を元に、空港における庇護希望者に対する運用を見直し、難民条約及び

各種人権規程に則った難民の保護がなされるよう求める。 

以上 


